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1． 図書館法改正の背景  






も大臣告示された。約20年の間に，図書鰍こ関して，主なものだけでも下記   





①「新しい時代（生涯学習・高度情報化の時代）に向けての公共図書館の在   
り方について一中間報告－」（社会教育審議会社会教育施設分科会）（昭和   
63年2月）（l）  
②「公立図書館の設置及び道営に関する基準について（報告）」（生涯学習審   
議会社会教育分科審議会施設部全図書館専門委具合）（平成4年5月）（2）  
③「社会教育主事，学芸員及び司書の養成，研修等の改善方策について（報   
告）」（生涯学習審議会社会教育分科審議会）（平成8年4月）（3）  
④「図書館の情報化の必要性とその推進方策について一地域の情報化推進   
拠点として－（報告）」（生涯学習審議会社会教育分科審議会計画部合図書   
館専門委員会）（平成10年10月）（4）  




⑦「これからの図書館像～地域を支える情報拠点をめざして～（報告）」（こ   
れからの図書館の在り方検討協力者会議）（平成18年3月）（7）   
このうち，⑦の内容を紹介しておきたい。この報告は，これからの図書館  
の在り方をサービスと経営の両面にわたって具体的に提言している。構成は，  





る。   
最大の特徴は，これまでの読書支援中心の図書館サービスに加えて，地域  
の課題解決・調査研究の支援を図書館の重要な役割として位置付けたことで  
ある。そのために，レファレンスサービスの充実と利用促進，IT技術の活   






























ならないこと，地方公共団体はそれを定めるよう努めなければならないこと   
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を規定している。  





項を指摘している。   






ることが求められる」と述べている。   










③ 教育振興基本計画の策定   
平成20年7月，教育基本法第17条に基づき，「教育振興基本計画」が策定さ  
れた（9）。図書館については，「第3章 今後5年間に総合的かつ計画的に取り  
組むべき施策」の「（3）④ いつでもどこでも学べる環境をつくる」で，「特  
に，個人の自立や住民の学習活動を通 
す図書館や博物館，公民館等の地域の社会教育施設の活用や，社会教育の推  
進を担う人材の資質向上や相互の連携協力を促す」と述べている。さらに，   







（1）図書館法の改正点   
図書館法の改正された条文を挙げ，改正部分に下線を付す。   
第一章 総則  
（図書館奉仕）  
第三条 図書館は，図書館奉仕のため，土地の事情及び一般公衆の希望に迫   
邑，更に学校教育を援助k及び家庭教 育の向上筐草すろこととな冬よう   
に留意し，おおむね迭追掲げる事項の実施に努めなければならない？  
－ 郷土資料，地方行政資料，美術品，レコード及びフイルムの収集にも十   
分留意して，図書，記録，視聴覚教育の資料その他必要な資料J琴曜的亭己   録（電子的方式働とがで   
き棚以下「図書館資料」という。）   
を収集し，一般公衆の利用に供すること。  
六 読書会，研究会，鑑賞会，映写会，資料展示会等を主催し，及び三並皇   
の開催を奨励すること。  
八 社会教育における学習の横合を利岬   
う  活 その他の活 の・Aを是共し  びその日供を   ること  
九 学校，庵物館，公民館，研究所等と緊密に連絡し，協力すること。  
（司書及び司書補の資格）  
第五条 迭の各号のドず往かに該当す◆る者は，司書となる資格を有する。  
大学そ卒業レ幽 閉す冬   
科目を履修したもの   
藍）ただし，この規定は平成二十二年四月一日から施行される。   
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基 大学又は高等専門学校を卒業した者で速急の規定による司書の講習を修   
了したもの  
三 次に掲げる職にあった期間が通算して三年以上になる着で次条の規定に   
よる司書の講習を修了したもの   
土．亘書 ゝの、   
三 国立国合図書館 又は大学若しくは高等専門学校の附属図書館にお堕  
る職で司書補の職に相当するもの  
公 叫こ絡げる烏ののほか，官公署，学校 又は社会教育施設における職  
で社会教育主事，学芸員その他の司書補の職と同等以上の職として文  
部科学大臣が指定するもの  
2 次の各号のいずれかに該当する者は，司書補となる資格を有する。  
校数育廷卿   
り大学に入学することのできる者で次粂の規定による司書補の講習を修了   
したもの  
（司書及び司書輔の研修）  
第七条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員舎は，司書及び司書補に対し．   
その資質の向上のために必要な研修を行うよう努めるものとする。  
（設置及び運営上望ましい基準）  
第七条¢三 文部科学大臣は，図書館の健全な発達を図るために，図書館の   
設置及び運営上望ましい基準を定め，これを公表するものとする。  
（運営の1犬祝に関する 
翠玉条の三 図書館は，当該国書館の運営の状況について評価を行うととも  
に．その結果に基づき図書館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずる   
よう努めなければならない。  
（運営の状況に関する情報の提供）  
第七条¢甲 図書館は．当該図書館の図書館奉仕に関する地域住民そ哩   
関係者の理解を深めるとともに，これらの者との連携及び協力の推進に草   
するため．当該国書館の運営の状況に関する情報を積極的に提供するよi   
努めなければならない。  
第二章 公立図書館  
第十五条 図書館協議会の委員は，学校教育及び社会教育の関係者十琴摩教   
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育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から，教育委   
員会が任命する。  
第十八条及び第十九条  剋陰   





① 図書館が行う事項として，社会教育における学習の機会を利用して行っ   
た学習の成果を活用して行う教育活動等の活動の機会を提供・奨励する事   











要がある。   
今回，社会教育法，博物館法でも同様の規定が設けられている。  
② 図書館の事項の実施における配慮事項として家庭教育の向上に資する 
とを加える（第3粂）とともに．図書館協議会の委員を任命できる範臥こ   




ており，■これに基づくものである。「家庭教育の向上に資する活動を行う者」   
64 特集 法改正をめぐる生涯学習の新たな基盤整備   
は，通知では，「子育てに関する保護者からの相談に対応している者や子育て  




（イ）図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供等   
（第7条の2～第7条の4関係）  
① 文部科学大臣は，図書館の設置及び運営上望ましい基準を定め．これを   
















② 図書館はその道嘗状況の評価及び改善（第7条の3）並びにその運営に   
関する地域住民等関係者への情報提供（第7条の4）に努めるべきことと   
すること   
これは，平成13年に大臣告示された「公立図書館の設置及び運営上の望ま  
しい基準」の「1総則」の下記の規定をさらに発展させ，法律で規定した  
ものといえる。   
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（3）図書館サービスの計画的実施及び自己評価等  
① 公共図書館は，そのサービスの水準の向上を図り，当該国書館の目的及   
び社会的使命を達成するため，そのサービスについて，各々適切な「指標」   
を選定するとともに，これらに係る「数値目標」を設定し，その達成に向   
けて計画的にこれを行うよう努めなければならない。  
② 公立図書館は，各年度の図書館サービスの状況について，図書館協議会   
の協力を待つつ，前項の「数値目標」の達成状況等に閲し自ら点検及び評   

















① 司書となる資格を得るために大学において履修すべき図書館に関する科   
目を，文部科学省令で定めることとすること（第5条第第l項第1号）   
これは，大学の司書課程等における司書の養成のための科目を新たに定め  
ようとするものである。図書館法第5条第1項第1号，第2号は，改正前は  
次のように規定されていた。   
66 特集 法改正をめぐる生涯学習の新たな基盤整備  
一 大学又は高等専門学校を卒業した着で第6条の規定による司書の講習  
を修了したもの   

























② 司書となる資格を得るために必要な3年以上の実務経験の対象として，   
社会教育主事，学芸員等，学校や社会教育施設における一定の職を加える   
こと（第5条第1項第3号ハ）   









③ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすること（第5条   




④ 文部科学大臣及び都道府県教育委員会は，司書及び司書補に対し，その   










① 図書館が収集し一般の公衆の利用に供する「図書館資料」について，「電   





ケージ型の電子資料を指し，ネットワークを通じて利用するオンラインデー   

























（2）今回の図書館法等の改正の評価   
今回の改正は従来と比べれば大幅な改正で，多くの条文が改正された。改  
正された事項は，その意義の観点から，大きく4つに分けることができる。   



























（4）生涯学習振興政策における図書館の役割   
最近，図書館行政における図書館の在り方に関する考え方にはかなりの変  
化が見られる。この変化を十分認識する七とが必要である。この変化がもっ   































第132号）http：〟www．mext，gO．jp／q～menu／sports／dokusyo／hourei／conし001／009．htm，   
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2008年9月15日参照。  
（7）これからの図書館の在り方検討協力者会議「これからの図書館像～地域を支え   
る情報拠点をめざして～（報告）」（2006年3月）   
http‥／／www・meXt■gO・jp／bJnenu几oudou／18／04！0603270l．htm，2008年9月15日参照。  
（8）中央教育審議会「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循   
環型社会の構築を目指して～（答申）」（20q8年2月）   
http：〟wwwmcxt．gojp／b＿menu／shingi／chukyo／chukyoO／toushin／080219－Ol．p（粍 2008年   
9月15日参照。  
（9）「教育振興基本計画」（20叩年7月）   
http：／／www．next．go．jp／a」nenu丑eikaku／08701／002．htm，2008年9月15日参照。  
（10） r社会教育法等の一部を改正する法律等の施行について（通知）」（2008年6月11日）   
http：／／www．mext．goJp／b＿menu／houan／kakutci／08040703．htm，2008年9月15日参照。  
（11）鳥取県立図書館「鳥取県立図書館の目指す図書館像」（2006年3月）   
http：／／www．1ibrary．preLtottori．jp／evenutoshokanzo．html，2008年9月15日参照。  
（12）横浜市教育委員会「横浜市立図書館のあり方懇談会報告書」（2007年8月）   
http：／／w．city，yOkohamajp／me／kyoiku／1ibrary／ariconJariconhoukoku．htm），2008年9月   
15日参照。   
